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要約 

レンコンの DNA マーカーを用いた品種識別技術により、現地圃場における異品種混入（混種）の実態を調

査した。定植前に無作為選抜した個体の肥大茎および圃場内の全個体の葉から DNA を抽出し、DNA マーカー

による品種識別を行った結果、調査した 9 圃場中 4 圃場から各 1～2 個体の異品種を検出し、その混種率は 0.4
～1.5％であった。混種の主な要因は、圃場内の品種転換時の前作栽培品種の掘り残しおよび畦畔からの漏生個

体であった。また、1 圃場においては、不良形状であるとして達観により選別された肥大茎の検定を行ったと

ころ、全て異品種であった。本研究により、レンコン産地の混種の実態が明らかになるとともに、産地で実施

されている混種対策のうち、種レンコンの達観選別の有効性が確認された。 
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１．はじめに 

茨城県はハス（Nelumbo nucifera）の肥大茎であるレンコンの生産量が日本一であり、霞ヶ浦の周囲に広範に

広がる大産地を有している。県内の産地では、‘金澄 36 号’、‘ひたちたから’、‘パワー’など、民間の育種家や

生産者が育成した、各産地に適した複数の品種が栽培されている。栄養繁殖性作物のレンコンは、作土中に形成

された肥大茎を食用の生産物だけでなく、次作用の種レンコンとしても利用しており、各産地における種レンコ

ンの維持・増殖は、各生産者もしくは産地が設置した種レンコン増殖用圃場（以下、種レンコン圃場）にて行わ

れている。種レンコン圃場は、通常、出荷用の栽培圃場と隣接しているため、品種としての品質維持の観点から、

特に異品種混入（以下、混種）を原因とした品質劣化が、常に懸念される状況にある。 
採種圃場の混種の現状については、水稲の原原種圃場における報告が多く、自殖性作物である水稲の場合、混

種の原因は、自然交雑（鎌形ら、1988；山内・服部、1994）、漏生株（伊藤、1984）等が報告されている。 
一方、栄養繁殖性作物のレンコンにおいて混種が発生する要因は、地下茎の伸長による隣接圃場からの侵入や

実生（自然交雑もしくは自殖による種子が生長した個体）（以下、実生）とともに、収穫時の圃場内もしくは収

穫されにくい畦畔内での掘り残しの発生であると言われている（霞ら、2000；大橋ら、2022）。 
レンコン圃場における混種の実態は、栽培品種同士の混種と実生由来の混種の 2 つが混在していると推定さ

れているが、圃場内における詳細な実態は報告されていない。実態が不明である原因として、レンコンの品種も

しくは実生が、同一もしくは異品種であることを、水田圃場における生育段階で識別することが一般に困難であ

ることが挙げられる。現段階において、レンコンの品種の同定は、主に肥大茎の形状の達観評価により行ってい

るため、収穫段階までは品種の識別が困難である。 
一方で、形質評価による品種識別の困難な作物について、DNA マーカーによる識別技術の活用が試みられて

いる（後藤ら、1997；臼井ら、2006）。レンコンにおいても、DNA を用いた品種識別技術が開発され、より効率

的な検査手法としてダイレクト PCR 手法や DNA のバルクサンプリング法が併せて確立されている（国産レン

コンのブランド力強化コンソーシアム、2019）。そこで、今後の種レンコン圃場における混種対策に資すること

を目的に、本研究では DNA マーカーによる品種識別技術を用いて現地の種レンコン増殖圃場（以下、圃場）に

おける混種の実態を解明し、今後の混種対策について考察した。 
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たちたから’を異品種と識別可能なマーカー01、‘みらい選抜’を異品種と識別可能な 04 および 20、不良形状

個体の混種検定では全 9 種を用いた。 
PCR は、2×AmpdirectⓇPlus（（株）島津製作所）5µL、BIOTAQTM HS DNA Polymerase（（株）島津製作所）（5U/µL）

0.05µL、DNA マーカー0.5µL、1.0％PVP 1µL、0.1％牛血清アルブミン（BSA）1µL、DNA サンプル 2µL を混合

し、全量を 10µL とした反応液を用いて行った。 
PCR の反応条件は、95.0℃10 分ののち、94.0℃45 秒、54.0℃60 秒、72.0℃45 秒を 10 サイクル、94.0℃45 秒、

45.0℃60 秒、72.0℃45 秒を 35 サイクルにより増幅させ、最後に 72.0℃7 分を行った。その増幅産物を 3500xL 
Genetic Analyzer （Thermo Fisher Life-technologies）を用いて検出し、Gene MapperⓇSoftware ver5（Thermo Fisher 
Life-technologies）により解析を行った。 
 
表 2 レンコンの品種識別に用いた DNA マーカーセット（抜粋） 

 
a) 増幅断片長（bp）を示す。 
b) ＋／－：解析によるピーク検出の有無を示す。 
 

２．３ 混種率の算出 

 定植後全個体法による品種識別の結果から、圃場毎の混種率（％）＝（検出した混種個体数／圃場内の全個体

数）×100 として算出した。 
 
２．４ 品種識別技術による漏生個体の確認 

 定植後全個体法により調査した延べ 10 圃場において、定植から約 2 か月後に圃場内のレンコンの発生位置を

調査した。定植列から外れて発生した株を、前作の収穫時に掘り残された肥大茎由来の漏生個体（以下、漏生個

体）として、個体数を確認するとともに、定植後全個体法による調査区と同様に葉から DNA を抽出し、混種検

定に供試した。調査が終了した漏生個体は、生産者が圃場より除去した。なお、2021 年の圃場No.5 では、調査

前に畦畔からの漏生個体を生産者が除去したため、調査できなかった。 
 
２．５ 達観選抜された不良形状個体の混種検定 

 2020 年に圃場 No.9 において生産者が達観により分類した定植前の全ての不良形状の個体（節間長が長い）

（図 1）の肥大茎から、定植後全個体法による調査区と同様に DNA を抽出し、混種検定に供試した。 
 

294a) 305 287 296 295 301 250 256 311 317 305 311 235 239 266 270 254 268

みらい選抜  ＋b) ＋ － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ － ＋ －

パワー  － ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ ＋ －

ひたちたから  － ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ ＋ －

金澄20号  ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ －

金澄34号  ＋ － ＋ ＋ － ＋ － ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ － ＋ － ＋ －

金澄36号  ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ － ＋ － ＋ －

品種

DNAマーカー

20 24 2601 04 13 15 16 18

２．材料および方法 

 2020～2023 年の 4 年間に、9 圃場において品種識別技術による混種検定（以下、混種検定）を行った。各圃場

の栽培品種は、茨城県の優良選抜系統‘みらい選抜’、‘ひたちたから’、‘パワー’（堀井ら、2016）であり、こ

のうち 2 圃場（No.1、6）ではこの期間中に同一圃場内における栽培品種の切り替えが行われた（表 1）。 
 
表 1 調査圃場の栽培歴 

 
a) 定植前選抜法を実施した圃場を示す。 
b) 定植後全個体法を実施した圃場を示す。 
c) ―：栽培品種が不明なことを示す。 
d) 達観選抜された不良形状個体の混種検定を実施した圃場を示す。 
 
２．１ 混種検定用試料の調製 

 混種検定に供試するレンコンは、現地の状況に応じ、以下の定植前選抜法もしくは定植後全個体法によりサン

プリングした。なお、定植前選抜法において混種が確認された圃場 No.1（2020 年）は、定植後全個体法も実施

した。 
 
２．１．１ 定植前選抜法 

 各圃場で収穫された種レンコン中の混種の有無を調査した。各圃場において収穫され、種レンコン用に生産者

が選抜した肥大茎を、個体数が概ね同一となるように 5～7 集団に分け、各集団から無作為に選抜した 8～10 個

体から DNA を採取し、混種検定に供試した。 
DNA の抽出は、国産レンコンのブランド力強化コンソーシアム（2019）の方法に準じて行った。圃場 No.1 お

よび 2 では 10 本、圃場 No.3 および 4 では 8 本の肥大茎をつまようじで 3 回ずつ突き、1 本のチューブに入れた

DNA 溶解液（TE 900µL、1.0％PVP 100µL を混合した）内で 10 回撹拌し、DNA のバルクサンプルとした。 
この方法は 2020 年および 2021 年の 2 か年において、4 圃場で行った（表 1）。 

 
２．１．２ 定植後全個体法 

 定植された圃場内の生育途中の個体について、混種の有無を調査した。定植から約 2 か月後に圃場内の全て

の定植個体の葉から DNA を抽出し、混種検定に供試した。 
 DNA の抽出は、国産レンコンのブランド力強化コンソーシアム（2019）の方法に準じて行った。個体毎に葉

をつまようじで 3 回突き、サンプル当り 30µL の DNA 溶解液（TE 27µL、1.0％PVP 3µL を混合した）内で 10 回

撹拌し、DNA を抽出した。 
この方法は 2020～2023 年の 3 か年において、延べ 10 圃場で行った（表 1）。 

 
２．２ DNAマーカーによる品種識別 

品種識別には 33 品種群を 9 種のマーカーで識別可能なマーカーセット（国産レンコンのブランド力強化コン

ソーシアム、2019）を用いた（表 2）。定植前選抜法および定植後全個体法による調査では、‘パワー’および‘ひ

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

1 土浦市 金澄20号 みらい選抜 みらい選抜 みらい選抜
a,b)

ひたちたから
b)

ひたちたから
b)

ひたちたから
b)

2 土浦市 ―c) パワー パワー パワー
a) ― ― ―

3 小美玉市 ― ― パワー パワー パワー
a) ― ―

4 小美玉市 ― ― ひたちたから ひたちたから ひたちたから
a) ― ―

5 かすみがうら市 ― ひたちたから ひたちたから ひたちたから
b)

ひたちたから
b)

ひたちたから
b) ―

6 かすみがうら市 ― ― ― ― ― 金澄44号 ひたちたから
b)

7 河内町 ― ― ― （休作） パワー
b) ― ―

8 河内町 ― ― ― （休作） ひたちたから
b) ― ―

9 行方市 ― 金澄36号 ひたちたから ひたちたからd) ― ― ―

栽培品種圃場
No. 所在地
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たちたから’を異品種と識別可能なマーカー01、‘みらい選抜’を異品種と識別可能な 04 および 20、不良形状

個体の混種検定では全 9 種を用いた。 
PCR は、2×AmpdirectⓇPlus（（株）島津製作所）5µL、BIOTAQTM HS DNA Polymerase（（株）島津製作所）（5U/µL）

0.05µL、DNA マーカー0.5µL、1.0％PVP 1µL、0.1％牛血清アルブミン（BSA）1µL、DNA サンプル 2µL を混合

し、全量を 10µL とした反応液を用いて行った。 
PCR の反応条件は、95.0℃10 分ののち、94.0℃45 秒、54.0℃60 秒、72.0℃45 秒を 10 サイクル、94.0℃45 秒、

45.0℃60 秒、72.0℃45 秒を 35 サイクルにより増幅させ、最後に 72.0℃7 分を行った。その増幅産物を 3500xL 
Genetic Analyzer （Thermo Fisher Life-technologies）を用いて検出し、Gene MapperⓇSoftware ver5（Thermo Fisher 
Life-technologies）により解析を行った。 
 
表 2 レンコンの品種識別に用いた DNA マーカーセット（抜粋） 

 
a) 増幅断片長（bp）を示す。 
b) ＋／－：解析によるピーク検出の有無を示す。 
 

２．３ 混種率の算出 

 定植後全個体法による品種識別の結果から、圃場毎の混種率（％）＝（検出した混種個体数／圃場内の全個体

数）×100 として算出した。 
 
２．４ 品種識別技術による漏生個体の確認 

 定植後全個体法により調査した延べ 10 圃場において、定植から約 2 か月後に圃場内のレンコンの発生位置を

調査した。定植列から外れて発生した株を、前作の収穫時に掘り残された肥大茎由来の漏生個体（以下、漏生個

体）として、個体数を確認するとともに、定植後全個体法による調査区と同様に葉から DNA を抽出し、混種検

定に供試した。調査が終了した漏生個体は、生産者が圃場より除去した。なお、2021 年の圃場No.5 では、調査

前に畦畔からの漏生個体を生産者が除去したため、調査できなかった。 
 
２．５ 達観選抜された不良形状個体の混種検定 

 2020 年に圃場 No.9 において生産者が達観により分類した定植前の全ての不良形状の個体（節間長が長い）

（図 1）の肥大茎から、定植後全個体法による調査区と同様に DNA を抽出し、混種検定に供試した。 
 

294a) 305 287 296 295 301 250 256 311 317 305 311 235 239 266 270 254 268

みらい選抜  ＋b) ＋ － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ － ＋ －

パワー  － ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ ＋ －

ひたちたから  － ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ ＋ －

金澄20号  ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ －

金澄34号  ＋ － ＋ ＋ － ＋ － ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ － ＋ － ＋ －

金澄36号  ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ － ＋ － ＋ －

品種

DNAマーカー

20 24 2601 04 13 15 16 18
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表 4 定植後全個体法により検出した混種 

 
a) 増幅断片長（bp）を示す。 
b) ‘みらい選抜’の遺伝子型はマーカー04 の 287bp が－、‘ひたちたから’は 01 の 294bp が－である。 
c) ＋／－：解析によるピーク検出の有無を示す。 
d) 表中の空欄は、当該マーカーを供試していないことを示す。 
 

３．２ 品種識別技術による漏生個体の確認 

 定植後全個体法による調査を行った圃場 No.5 では、調査を行った 3 か年（2020～2022 年）のいずれにおいて

も、畦畔に漏生個体を確認し、そのうち 2020 年、2022 年の各 1 個体は異品種であることが DNA マーカー検定

によって明らかとなった。これらが確認された畦畔は隣接圃場がないことから、‘ひたちたから’の栽培を始め

た 2018 年以前に栽培されていた異品種もしくは実生由来の畦畔内の掘り残し（自然交雑もしくは自殖による種

子由来の実生が生長し、形成された肥大茎が畦畔内に残存した個体）によるものと考えられた。 
畦畔からの漏生個体を継続的に除去しているにもかかわらず、圃場 No.5 では、異品種が残存し続けているこ

とが確認された。畦畔からの漏生個体が混種の主要な要因の一つであることが明らかになるとともに、産地で実

施されている手作業による抜き取り等の手法では、完全な除去が困難であることが示唆された。 
 

 

図 2 圃場 5 の畦畔からの漏生する個体（赤い楕円）および混種検定により検出した混種 
a) 写真は茨城県農業総合センター園芸研究所野菜研究室が 2021 年に撮影したものの提供を受けた。 
 
３．３ 達観選抜された不良形状個体の混種検定 

 達観選抜による不良形状 4 個体は、品種識別により全て異品種個体であることが明らかとなった（表 5）。こ

れら 4 個体の遺伝子型は既知のいずれの品種の遺伝子型とも一致しなかったことから、実生由来であると考え

294a) 305 287 296 235 239

1 2020年 みらい選抜b) 195 2 ＋c) ＋ ＋ －

2021年 ひたちたから 145 2 ＋ ＋

2022年 ひたちたから 140 1 ＋ ＋

5 2020年 ひたちたから 267 1 ＋ ＋

2022年 ひたちたから 121 1 ＋ ＋

6 2023年 ひたちたから 135 2 ＋ ＋

混種
(個体)

圃場
No. 検定年 栽培品種

供試数
(個体)

マーカー01 マーカー04 マーカー20

 
図 1 達観評価における形状評価基準 
 

３．結果および考察 

３．１ 定植個体の混種検定 

 調査した 9 圃場の内で、調査期間内において 1 作期以上で混種を検出した圃場は、4 圃場（No.1、5、6、9）
あった（表 3）。 
 定植前選抜法で混種検定を行った 4 圃場のうち、3 圃場においては本法による混種は検出されなかったが、圃

場 No.1 の 5 バルク中 1 バルクについては、異品種の混入が明らかとなった。 
定植後全個体法による調査の結果、定植前選抜法で 2020 年に‘みらい選抜’圃場において混種が確認された

圃場 No.1 においては、同じく 2020 年に、生育途中の個体でも 2 個体の異品種を確認した。この異品種 2 個体

は、圃場 No.1 で 2018 年以前に栽培されていた‘金澄 20 号’と品種識別マーカー型が一致しなかったことから、

それ以前からの掘り残しもしくは実生由来であることが推定された（表 2、4）。さらに、圃場 No.1 では、栽培

品種を‘みらい選抜’から‘ひたちたから’に転換した初年目（2021 年）および 2 年目（2022 年）には、それ

ぞれ異品種 2 個体および 1 個体の異品種を検出した。同様に、栽培品種が転換された圃場 No.6 では、2023 年に

異品種 2 個体を検出した。 
一方、2023 年に調査した圃場 No.1 の‘ひたちたから’190 個体、2021 年に調査した圃場 No.7 の‘パワー’

48 個体、圃場 No.8 の‘ひたちたから’22 個体から混種は確認されなかった。 
以上の事から、圃場内での混種の発生は、定植前の種レンコンへの異品種の混入、圃場内における掘り残しも

しくは実生由来と推定される個体によって生じることが、DNA マーカーを用いた品種識別技術により明確に示

された。 
 
表 3 試験期間中に 1 回以上混種を検出した圃場の全検定結果 

 
a) ◎：定植前選抜法および定植後全個体法で混種を検出、 

●：定植前選抜法で混種を検出、○：定植後全個体法で混種を検出、 
×：混種を検出しなかったことを示す。 

 
 
 
 
 

圃場No. 2020年 2021年 2022年 2023年

1 ◎
a) ○ ○ ×

5 ○ × ○

6 ○

9 ●
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表 4 定植後全個体法により検出した混種 

 
a) 増幅断片長（bp）を示す。 
b) ‘みらい選抜’の遺伝子型はマーカー04 の 287bp が－、‘ひたちたから’は 01 の 294bp が－である。 
c) ＋／－：解析によるピーク検出の有無を示す。 
d) 表中の空欄は、当該マーカーを供試していないことを示す。 
 

３．２ 品種識別技術による漏生個体の確認 

 定植後全個体法による調査を行った圃場 No.5 では、調査を行った 3 か年（2020～2022 年）のいずれにおいて

も、畦畔に漏生個体を確認し、そのうち 2020 年、2022 年の各 1 個体は異品種であることが DNA マーカー検定

によって明らかとなった。これらが確認された畦畔は隣接圃場がないことから、‘ひたちたから’の栽培を始め

た 2018 年以前に栽培されていた異品種もしくは実生由来の畦畔内の掘り残し（自然交雑もしくは自殖による種

子由来の実生が生長し、形成された肥大茎が畦畔内に残存した個体）によるものと考えられた。 
畦畔からの漏生個体を継続的に除去しているにもかかわらず、圃場 No.5 では、異品種が残存し続けているこ

とが確認された。畦畔からの漏生個体が混種の主要な要因の一つであることが明らかになるとともに、産地で実

施されている手作業による抜き取り等の手法では、完全な除去が困難であることが示唆された。 
 

 

図 2 圃場 5 の畦畔からの漏生する個体（赤い楕円）および混種検定により検出した混種 
a) 写真は茨城県農業総合センター園芸研究所野菜研究室が 2021 年に撮影したものの提供を受けた。 
 
３．３ 達観選抜された不良形状個体の混種検定 

 達観選抜による不良形状 4 個体は、品種識別により全て異品種個体であることが明らかとなった（表 5）。こ

れら 4 個体の遺伝子型は既知のいずれの品種の遺伝子型とも一致しなかったことから、実生由来であると考え

294a) 305 287 296 235 239

1 2020年 みらい選抜b) 195 2 ＋c) ＋ ＋ －

2021年 ひたちたから 145 2 ＋ ＋

2022年 ひたちたから 140 1 ＋ ＋

5 2020年 ひたちたから 267 1 ＋ ＋

2022年 ひたちたから 121 1 ＋ ＋

6 2023年 ひたちたから 135 2 ＋ ＋

混種
(個体)

圃場
No. 検定年 栽培品種

供試数
(個体)

マーカー01 マーカー04 マーカー20
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示唆されたことから、品種転換時には、ある程度の混種が生じる危険性は否めない。一方で、圃場 No.1 におい

ては、品種転換後 3 年目の圃場からは混種が検出されなかったことから、種レンコンの時点で混種を除去する

ことで圃場内の混種を回避できる可能性が示された。畦畔からの漏生個体の除去については、圃場 No.5 におい

て、異なる年度で異なる場所に異品種の混入が確認されたことから、混種を防ぐためには、漏出個体を発見した

ら都度すべての漏出個体を除去する必要があると推定された。 
また、DNA マーカーを用いた品種識別技術は高価な試薬や解析機器を要することから、コスト削減・簡易化

が課題となっている。大橋ら（2022）は、LAMP 法を用いて愛知県の主要品種の識別技術を開発し、より簡易な

爪楊枝懸濁法に供試する部位として、DNA 増幅の阻害物質の少ない側芽が適すると明らかにした。同様の技術

を混種検定の全個体調査に適用するためには、阻害物質の多い葉を供試することから、DNA 増幅反応の安定化

が課題となる。 
 
４ さいごに 

 本研究に供試した圃場は、いずれも生産部会や研究組織が共同で管理する種レンコン増殖圃場であり、掘り残

しなく収穫し、定植個体の選別や畦畔の補修を行うといった混種対策に多くの労力が割かれている。一方、生産

者が個人で管理する一般的な種レンコン増殖圃場では、十分な混種対策が行われず、より多くの異品種が混入し

ている危険性がある。そのため、レンコン生産の品質安定にむけては、既存の混種対策の励行が重要である。さ

らに、今後は本県の主要品種に適用可能で、安価かつ簡易に混種を検定できる手法を開発していく必要がある。 
 

付記 

本研究の一部は、「本県産レンコンブランド力向上のための優良選抜系統の安定生産技術開発試験」により実

施した。 
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られた。一方、この検定において対照として供試した同一圃場から採取した‘ひたちたから’の正常形状 10 個

体のうち、1 個体は前作に栽培されていた‘金澄 36 号’であった。 
 肥大茎の形状による達観選別は、生産者が栽培品種の均一性を維持するために行っている混種対策の一つで

あるが、その効果については未検証であった。本研究では、供試個体数は少ないものの不良形状として達観選抜

した個体はすべて実生由来と考えられる異品種であった。産地では、肥大茎の節間長が長い、作土中で肥大茎が

形成される位置が深いといった著しい不良形質を持つレンコン（産地により「ヤナギ」、「ヤリ」等、呼称は異な

る）がしばしば発生し、栽培圃場では、出荷規格外となる、収穫作業の効率を著しく低下させる等、経営上の問

題となる。達観選抜による形状評価は、実生由来の異品種を除去する手法として有効であると考えられた。一方

で、達観で正常個体と評価された個体の中にも異品種が含まれていたことから、栽培品種間の識別には適さない

ことも併せて示唆された。 
 
表 5 ‘ひたちたから’種レンコン増殖圃場 No.9 における不良形状個体の品種識別結果 

 

a) 増幅断片長（bp）を示す。 
b) ＋／－：解析によるピーク検出の有無を示す。 
 

３．４ 混種率 

 混種が確認された 3 圃場（No.1、5、6）における混種率は 0.4～1.5％であり、そのうち品種転換初年目の圃場

はいずれも 1％以上の混種率であった（表 6）。 
 
表 6 レンコンの現地圃場における混種率 

 
a) 混種率（％）＝（検出した混種個体数／圃場内の全個体数）×100 
 
３．５．総合考察 

 本研究における DNA マーカーを用いた品種識別技術により、これまで達観評価により行われていた産地にお

ける混種の実態がより明らかになった。圃場内での混種の発生は、定植前の種レンコンへの異品種の混入、圃場

内における掘り残しもしくは実生由来と推定される個体によって生じること、品種転換時には混種が発生しや

すいことが改めて確認された。従来から産地では、混種対策として、達観評価による不良形状個体の除去および

圃場内における漏出個体の除去が実施されてきた。達観評価による不良形状個体の除去は、実生由来の異品種を

除去する手法として有効であると考えられた一方、特に形状の類似した栽培品種間の識別には適さないことが

294a) 305 287 296 295 301 250 256 311 317 305 311 235 239 266 270 254 268

不良 1  ＋b) ＋ － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ － ＋ － ＋ ＋ ＋ － 該当なし

2  ＋ ＋ － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ － ＋ － ＋ ＋ ＋ － 該当なし

3  ＋ ＋ － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ － ＋ － ＋ ＋ ＋ － 該当なし

4  ＋ ＋ － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ － ＋ － ＋ ＋ ＋ － 該当なし

正常 1～9  － ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ ＋ － ひたちたから

10  ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ － ＋ － ＋ － 金澄36号

形状
個体

No.

DNAマーカー
品種識別

結果
01 04 13 15 16 18 20 24 26

圃場
No. 検定年 栽培品種

供試数
(個体)

異品種
(個体)

混種率
a)

(％)
備考

1 2020年 みらい選抜 195 2 1.0

2021年 ひたちたから 145 2 1.4 品種転換初年目

2022年 ひたちたから 140 1 0.7 　   〃  　 2年目

5 2020年 ひたちたから 267 1 0.4 異品種は畦畔からの漏生個体

2022年 ひたちたから 121 1 0.8 異品種は畦畔からの漏生個体

6 2023年 ひたちたから 135 2 1.5 品種転換初年目
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示唆されたことから、品種転換時には、ある程度の混種が生じる危険性は否めない。一方で、圃場 No.1 におい

ては、品種転換後 3 年目の圃場からは混種が検出されなかったことから、種レンコンの時点で混種を除去する

ことで圃場内の混種を回避できる可能性が示された。畦畔からの漏生個体の除去については、圃場 No.5 におい

て、異なる年度で異なる場所に異品種の混入が確認されたことから、混種を防ぐためには、漏出個体を発見した

ら都度すべての漏出個体を除去する必要があると推定された。 
また、DNA マーカーを用いた品種識別技術は高価な試薬や解析機器を要することから、コスト削減・簡易化

が課題となっている。大橋ら（2022）は、LAMP 法を用いて愛知県の主要品種の識別技術を開発し、より簡易な

爪楊枝懸濁法に供試する部位として、DNA 増幅の阻害物質の少ない側芽が適すると明らかにした。同様の技術

を混種検定の全個体調査に適用するためには、阻害物質の多い葉を供試することから、DNA 増幅反応の安定化

が課題となる。 
 
４ さいごに 

 本研究に供試した圃場は、いずれも生産部会や研究組織が共同で管理する種レンコン増殖圃場であり、掘り残

しなく収穫し、定植個体の選別や畦畔の補修を行うといった混種対策に多くの労力が割かれている。一方、生産

者が個人で管理する一般的な種レンコン増殖圃場では、十分な混種対策が行われず、より多くの異品種が混入し

ている危険性がある。そのため、レンコン生産の品質安定にむけては、既存の混種対策の励行が重要である。さ

らに、今後は本県の主要品種に適用可能で、安価かつ簡易に混種を検定できる手法を開発していく必要がある。 
 

付記 

本研究の一部は、「本県産レンコンブランド力向上のための優良選抜系統の安定生産技術開発試験」により実

施した。 
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The Actual Situation of Variety Contamination in Lotus Root Cultivation 
 

Yuu KASHIWAGI1 and Maki KUZUYA 
 

Summary 
We investigated the actual situation of variety contamination in 9 local fields of lotus root (Nelumbo nucifera) with DNA 

marker fingerprinting. DNA was extracted from seed rhizomes and leaves. Variety contamination was confirmed in 4 fields, 
with incidence rates of 0.4-1.5%. The main causes of variety contamination were unharvested seed rhizomes from fields and 
ridges during variety conversion. In one field, all poorly-shaped seed rhizomes removed by observation were from different 
varieties. This study shows the effectiveness of local countermeasures against variety contamination, such as selection by 
observation of seed rhizomes. 

 
Keywords: lotus root, variety contamination, variety identification, DNA marker 

 

                                                                                                                                                                                
1 Address: Plant Biotechnology Institute, Ibaraki Agricultural Center, 3165-1 Ago, Kasama, Ibaraki 319-0292, Japan 

イネ、麦類および大豆種子の長期低温貯蔵が発芽率に及ぼす影響 

 

岡野克紀 1）・川崎勝己 2）・飯島智浩 3）・田中研一 4） 

（茨城県農業総合センター農業研究所） 

 
要約 

 9 年以上の長期低温貯蔵したイネ、麦類および大豆種子の発芽率を調査するとともに、大豆についてはほ場に

おける出芽率および生育を調査した。庫内温度 13℃、相対湿度 35％の条件下において、いずれも高い発芽率が

維持された。また、イネおよび大豆では発芽率の低下に品種間差があった。1～9 年間低温貯蔵した大豆の出芽

率はいずれも 90％以上を示したが、貯蔵期間が長いほど出芽揃いまでの期間は長くなった。種子の貯蔵期間と

大豆の生育、収量および品質に関連はなく、生産した種子はいずれも高い発芽率を示した。 
 

キーワード：イネ、麦類、大豆、種子、発芽率、低温貯蔵 
 
１ はじめに 

 イネ、麦類、大豆といった作物の種子は主要農作物種子法により、都道府県にその生産が義務付けられていた

が、同法は 2018 年に廃止された。同法廃止後、茨城県では 2020 年に茨城県主要農作物等種子条例を策定し、こ

れまで同様に県が主体となり種子生産を継続しており、他の多くの道県においても同様に条例や要綱・要領等を

制定している。種子生産においては、需要を調査・把握したうえで計画的に増産・供給することが必要であるが、

種子生産計画は実際の供給の 2 年前に立案するため、市場ニーズや政策の転換により需要と供給のミスマッチ

が発生することがある。また、気象災害や混種などの種子事故で計画した数量の種子の確保が困難な場合もあ

る。このような場合に備え、各県の種子協会は前年度までの余剰種子を備蓄種子として確保していることが多

い。しかし、備蓄種子は発芽率や発芽勢の低下の懸念があることから生産者が進んで利用することは少なく、結

果的に処分されることが多い。生産者は備蓄種子の発芽率、発芽勢および生育等が当年産種子より低いと懐疑し

ており、これを払拭できれば備蓄種子の利用も進み、より計画的な種子の生産が可能となる。 
 貯蔵種子の発芽率に関する調査はこれまでも行われており、佐藤（1991）は配布用種子貯蔵庫（温度－1℃、

相対湿度 30％）で 16～20 年間貯蔵した大豆、大麦、小麦種子の発芽率は 90％以上を示したと報告している。ま

た椎名ら（2001）は長期保存実験における中間結果としてオオムギ、イネ、コムギ、トウモロコシ、ダイズの順

で長期貯蔵に耐え、室温における紙袋保存は発芽率低下が著しいとしている。茨城県の種子生産において、種子

は紙袋を包装資材とし低温貯蔵（温度 13℃、相対湿度 35％）されており、遺伝資源の長期保存を目的としたこ

れら報告に対し、やや高温の貯蔵条件であり、種子の劣化が懸念される。また、大豆はイネ、麦類に比べ発芽率

が低下しやすく、毎年全品種の原原種、原種および一般種子の生産を行っていることから、備蓄種子による種子

の確保は想定されておらず、災害などで種子生産量が計画に満たない場合、一般生産物の生産量にも影響が及ぶ

恐れがある。 
 そこで、本試験では、低温貯蔵によるイネ、麦類および大豆の発芽率の推移に加え、ほ場における大豆の出芽

率や生産力に及ぼす影響を調査した。 
 
２ 材料および方法 

２．１ 材料 

 発芽試験には収穫調製後、紙袋に入れ種子低温貯蔵庫（小糸製作所）内で庫内温度 13℃、相対湿度 35％で貯

蔵したものを用いた。品種としてイネでは‘あきたこまち’、‘コシヒカリ’、‘マンゲツモチ’および‘トヨ

ハタモチ’、麦類では小麦‘農林 61 号’、大麦‘カシマムギ’および‘ミカモゴールデン’、大豆では大粒品

種‘タチナガハ’、‘ハタユタカ’および小粒品種‘納豆小粒’を用いた。表１に示す複数産年の種子を用い、

イネは低温貯蔵 1 年目から 17 年目、麦類は低温貯蔵 1 年目から 16 年目、大豆は低温貯蔵 1 年目から 10 年目に 
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